





とがある 1 ））の論理を分析し，それを通じて，放送法64条 1 項の合憲性
1 ）本判決の調査官解説として，冨上智子・法律のひろば71巻 4 号67頁（2018年），ジ
ュリスト1519号32頁（2018年）。また評釈として，平野裕之・新・判例解説 Watch 民
法（財産法） No.140（文献番号z18817009-00-031401555，2017年12月22日掲載），長島
弘・税務事例50巻 1 号37頁（2018年），長谷部恭男・法律時報90巻 2 号 4 頁（2018年），


































































































































































































































































4 ）日本放送協会編・前掲注（ 2 ）『放送50年史』298頁は，かかる仕組みにつき「旧来
の受信契約は行政上の裏づけを持った事実上の強制契約であった」と指摘する。
































7 ）塩野宏「受信料の法的性格」『放送法制の課題（行政法研究（ 6 ））』264頁（有斐閣，
1989年）。
















10）たとえば，東京地判平成27年 6 月 5 日D1-Law.com判例ID29021973，東京地判平成28




































































平野裕之「放送法64条 1 項と民法414条 2 項但書」法学研究87巻 1 号31頁（2014年）も，
「罰則がないから強制ではないという理由づけには賛成しない」とする。







































































































































































































































39）たとえば，芦部信喜『憲法学Ⅲ 人権各論（ 1 ）』301-314頁（有斐閣，増補版，2000









































































































































































































































































て，「日本放送協会受信規約」 1 条 2 項によると，「テレビジョン受信機を設置（使用
0 0
できる状態

















































































































































































































0 0 0 0 0
と解されるから，前記の同法の目的を達成する
のに必要かつ合理的な範囲内のもの




































































































85）朝日新聞2017年12月 7 日朝刊 1 面。






















伝えられている。「NHK受信料，消費生活センターへの相談10年間で『 5 万 5 千件』
…裁判記録から判明」弁護士ドットコムニュース2017年 6 月29日付（https://www.
bengo4.com/internet/n_6291/ 2018年11月 4 日最終閲覧）。受信契約締結が行われて
いる現場においては，本判決が述べるような「受信設備設置者に対し，同法に定めら
れた原告の目的，業務内容等を説明するなどして，受信契約の締結に理解が得られる
ように努め，これに応じて受信契約を締結する受信設備設置者に支えられて運営され
ていく」という「望ましい」在り方が果たして実現されているのか，疑問を差し挟み
うるであろう。
